予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費
	事業名　地域の魅力向上応援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　清流の国推進部　清流の国づくり政策課　移住定住係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2064）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11122@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　1,177千円（前年度予算額：1,562 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,562
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,562

	要求額
	1,177
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,177

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・「まちづくり」に関わる分野は広範囲にわたり、支援を進めていくためには全庁的な対応が必要である。また各地域の現状や課題は多様であり、それぞれの実情に応じた支援策を講ずる必要がある。そこで、「まちづくり総合窓口」を設置し、まちづくりに関する相談にワンストップで対応するほか、まちづくり支援チーム・ふるさと応援チームによるオーダーメイド型の支援を行うものである。
（２）事業内容

・まちづくり支援チーム・ふるさと応援チーム派遣事業

　市町村と地域住民が一緒になって進める自立と連携によるまちづくりを
支援するため、市町村の依頼により、県職員等で構成するまちづくり支援チーム（宿場町、門前町、産業集積地などを対象とし、まちなかのにぎわいづくり、景観整備等に対する支援を行う）、ふるさと応援チーム（過疎、山村地域などの農村部を対象とし、集落の維持・再生、活力創出に向けた支援を行う）を派遣する。

・まちづくり相談・アドバイザー派遣事業

　外部有識者をまちづくりアドバイザーとして上記の支援チーム派遣地域などに派遣する。
（３）県負担・補助率の考え方

　地域住民が自立的に進めるまちづくりに対する支援であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	136
	アドバイザー報償費

	旅費
	906
	まちづくり支援チーム・ふるさと応援チーム派遣等旅費

	需用費
	87
	事務消耗品購入費

	役務費
	48
	郵便料、電話料

	合計
	1,177
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　岐阜県長期構想

　　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　　　（地域の魅力を高めるために）
（２）後年度の財政負担

　　毎年度同程度の財政負担が必要。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　訪れたいと思える地域をつくるために、地域資源を徹底的に掘り起こし、見て、体験できるような形に磨き上げるためのまちづくりを支援し、同時にふるさとへの誇りづくりにつなげます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	まちづくり支援チーム派遣地域数
	0地域
（H18）
	2地域
（H19）
	6地域
（H21）
	13地域
（H26）
	15地域
（H30）
	86.7％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

新たな支援依頼に対して随時、当該事業の活用を含めた今後の進め方等を協議している。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

まちづくり支援・ふるさと応援チーム、市町村及び地域住民が一緒になって進めた連携と自立のまちづくりが地域の誇りの回復と住民の元気づくりに繋がっている。

また、住民自らの手による景観修景活動やイベント開催は、目に見える成果だけでなく、住民の地域への愛着、まちづくり活動への参加意欲を向上させた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇

	中心市街地の衰退、高齢化、少子化、農山村部の過疎化が進む中、このような危機的状況を自分たちの手でなんとかしていこうとするまちづくり活動の機運が高まっており、県の積極的な関与が求められている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	まちづくり支援チームの派遣等を通じ、県内各地域でまちづくり活動の活性化に寄与している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	地域の実情に応じてまちづくり支援チーム員を追加する等、柔軟に最適化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
チーム派遣地域など先進的な取組みを県下全域に拡大するとともに、継続的なまちづくり活動のために地域資源を活かした経済的循環の創出とまちづくり団体のネットワーク化に対する支援が必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

先進的なまちづくり活動の映像コンテンツやノウハウを広く情報発信するとともに、地域資源を活用した地域活性化の取組みに対する支援を行う。


